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はじめに 

 ２０世紀の最後の１０年間に世界は大きく変貌した。冷戦の終結によって、局地的な紛争はなお

一部に生じてはいるが、全世界的に見ると多くの人々が平和を享受することができるようになって

きた。その結果、人の流れ、物の流れのみならず、情報、資本などの国境を越えた移動が活発とな

り、グローバリゼーションが一層進行した。それとともに、先進諸国の間での経済競争は激化し、

メガコンペティションとよばれる状態が到来した。こうした経済競争の基礎としての情報通信技術、

バイオテクノロジーの進歩は目覚ましく、各国は競って科学技術の振興を重要課題として取り上げ、

政府による積極的な政策展開を図ってきている。 

 こうした国際環境の下にあって、我が国は第２次世界大戦後初めての長期的な経済不況を経験し

た。このため、１９９０年代の前半には、我が国の研究開発投資の約８割を占める企業の研究開発

投資が減少した。また、大学、国立試験研究機関などの研究環境は劣悪な状況におかれ、産学官の

研究者が十分に連携しているとは言い難い状況にあるなど、我が国の科学技術は憂慮すべき状態と

なり、我が国の産業競争力の低下も懸念された。平成７年、このような状況を打破し、真の科学技

術創造立国の実現を目指して、科学技術基本法が制定された。この科学技術基本法に基づき、翌平

成８年、我が国の科学技術活動を巡る環境を抜本的に改善し、研究開発能力の引き上げと成果の円

滑な社会還元を図るための諸施策を内容とする第１期科学技術基本計画（以下、「第１期基本計画」

という。）が策定された。その後５年を経た現在、この基本計画の効果もあって、我が国の研究開

発水準は、ようやく改善しつつある状態に至っている。しかし、産業競争力の回復はまだ不十分で

あり、特に少子高齢化が進む中、我が国の経済成長の前途に不安も持たれている。したがって、新

産業の創出につながる産業技術を強化し、強い国際競争力を回復することが重要である。 

 

 新しい世紀の幕開けを迎えた今日、我が国の科学技術には新たな展開が求められている。特に急

速に発展している多くの分野において、依然として欧米の研究開発は我が国に比べ高い水準にあり、

これを打開していく必要がある。新しい知識を創出する基礎研究については、一層その質を高め、

国際的に高い評価を受ける成果を生み出し得る環境を整備していくとともに、経済的・社会的ニー

ズに対応する研究開発については、産学官がそれぞれの間にある見えない壁を取り除き、真に連携

できる環境を整備していく必要がある。今般、総合科学技術会議の新設や文部科学省の設置をはじ

めとする府省の再編と大半の国立試験研究機関の独立行政法人化が実施されることとなった。さら

に、科学技術の中で中心的な役割を果たす大学についても改革が進められている。この一環として

国立大学については独立行政法人化の検討が行われており、一層の改革が期待されている。今後は、

総合科学技術会議を中心に、府省を越えた総合戦略を作成し、活力ある科学技術活動の展開を図っ
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ていくことが必要である。また、創造性の高い若手研究者が自らの能力を最大限に発揮できるよう

な環境整備に努めていくことが必要である。さらに、科学技術に対する社会の期待に応えていくた

めにも、常に社会とのコミュニケーションを保つ必要がある。 

 

 本基本計画は、２１世紀の最初の５年間を対象とする。この基本計画の第１章においては、「知

の世紀」と言われる２１世紀に、科学技術は、新たな知を生み出し、国民の生活や経済活動を支え、

また国際的な貢献を果たすべきものであるという視点に立って、目指すべき国の姿を示し、その実

現に向けての科学技術政策の基本方針を示した。第２章においては、基本方針に沿って、研究開発

の重点的・戦略的な推進、科学技術システムの改革を基軸として、重要施策の計画的な展開につい

て示した。第３章においては、科学技術基本計画を着実に実行するために必要な方策、特に総合科

学技術会議の役割について示した。 
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第１章 科学技術政策の基本的方向 

I．２１世紀初頭における我が国の目標 

１．我が国の課題と展望 

 ２０世紀には、我が国の経済社会が目覚ましい進展を遂げた。特に、第２次世界大戦後、目覚

ましい産業の発展によって奇跡とまで言われた高度経済成長を遂げ、国内総生産は米国に次いで

世界第２位という経済大国となった。それとともに国民生活は豊かとなり、平均寿命は大幅に伸

びて、世界一の長寿を達成した。しかし、１９９０年代に入ると、我が国はこれまでにない長期

的な経済不況の中で、いわゆる空白の１０年と言われる厳しい時期を経験した。 

 ２１世紀を迎え、我が国は、経済社会の更なる発展のために解決しなければならない数多くの

課題に直面している。 

 我が国の経済は、経済のグローバル化と激しさを増す国際的な競争の中で、産業競争力の低下、

雇用創出力の停滞等の課題を抱えている。さらに、我が国が直面する少子高齢化は、労働力人口

の減少と社会保障への支出の増大といった課題をもたらす。こうした中、国民生活を安定的に発

展させるためには、絶えざる技術革新により高い生産性と国際競争力を持つ産業を育て、経済の

活力を維持していくことが必要である。 

 高齢社会においては、高齢者が、生活を楽しむだけでなく、経験や技術等を生かした社会への

貢献を通して、生きがいを持ち、健康で活力に満ちた生活を送れるようにすることが重要であり、

とりわけ疾病の治療に加え、予防に力を入れ病気を未然に防ぐことが必要である。 

 最近の情報通信革命は、経済、産業、教育、娯楽などの社会の隅々に浸透し、社会に大きな変

化を急速にもたらしつつある。こうした大きな動きに対して、我が国としても機動的に対応し、

新しい産業の創出や、更なる社会の利便性の向上を通じ、国民がその恩恵を享受できるようにし

ていくことが課題である。このため、情報通信革命の中核を担っている情報通信技術の研究開発

を進める必要がある。 

 また、地球規模での環境問題並びに資源、エネルギー、食料及び水の不足への対応など、人類

は、かつて経験したことのない難問に直面する。これらは、人類をはじめとする生物全体の生存

を左右する地球規模の課題であり、特に、資源、エネルギー及び食料を海外に依存する我が国に

とっては、深刻な問題である。その解決に向けて、供給力の向上等、適切な対応を図るため、国

内外の英知を結集することが求められる。 

 このような我が国の内外で直面する課題を克服していくためには、人間の知的活動の成果とし

ての幅広い知識の創出、蓄積とそれを有効に活用するための知恵が求められる。我が国としては、
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知の源泉である人材を育成するとともに、幅広い知の創造を尊重する風土を涵養し、知を国の基

盤とする社会を構築していくことが必要である。 

 なお、高度な科学技術に支えられ、複雑化した現代社会では、科学技術の不適切な利用や管理

の不備により、人間の生命・身体の安全を脅かすなどの科学技術の負の側面も顕在化しつつある。

こうした科学技術の持つリスクを低減するとともに、科学技術に対する信頼感を確保する方策を

検討し、実施していくことが、強く求められている。 

 

２．我が国が目指すべき国の姿 

 我が国が直面している諸課題を克服し今後の展望を拓いていくために、科学技術は重要な鍵を

握っている。我が国は、科学技術創造立国を目指して、科学技術基本計画及びそれに基づく具体

的な施策を積極的に展開することにより、科学技術を振興し、直面する課題を適切に克服してい

く必要がある。このため、上記の課題と展望を踏まえ、科学技術政策の基本的な方向として目指

すべき国の姿を「知の創造と活用により世界に貢献できる国」、「国際競争力があり持続的発展が

できる国」及び「安心・安全で快適な生活のできる国」の３つに集約した。これらの３つの国の

姿はいずれも重要なものであり、それらが等しく実現されるよう努めることが重要である。 

 

(1) 知の創造と活用により世界に貢献できる国 

 「知の創造と活用により世界に貢献できる国」とは、科学技術により、未知の現象の解明、新

しい法則や原理の発見等、新しい知識を生み出し、その知識を活用して諸課題に対応する国であ

る。さらに、そうした知識や知恵を世界に向けて発信し、人類共通の問題解決に資することがで

きる国である。 

 具体的には、例えば、投資に見合う多数の質の高い論文が発表され、国際的にインパクトの高

い論文の比率が増えること、ノーベル賞に代表される国際的科学賞の受賞者を欧州主要国並に輩

出すること（５０年間にノーベル賞受賞者３０人程度）、優れた外国人研究者が数多く集まる研

究拠点が相当数できることなど、世界水準の質の高い研究成果が創出され、世界に広く発信され

るような国である。 

 

(2) 国際競争力があり持続的発展ができる国 

「国際競争力があり持続的発展ができる国」とは、現下の経済社会が有する諸課題を克服し、

付加価値の高い財・サービスを創出し、雇用機会を十分に確保することで、国際的な競争環境の

中で我が国経済の活力を維持し、持続的に発展を遂げ、国民の生活水準を向上させられる国であ

る。 
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産業技術力は、我が国産業の国際競争力の源泉であり、国民生活を支えるあらゆる産業活動を

活性化していく原動力である。また、産業技術は科学技術の成果を社会において活用する観点か

らも重要である。我が国経済の活力を維持し持続的な発展を可能とするため、技術の創造から市

場展開までの各プロセスで絶え間なく技術革新が起きる環境を創成し、産業技術力の強化を図る

ことで、国際的な競争優位性を有する産業が育成されることが必要である。 

 具体的には、例えば、ＴＬＯ等の技術移転機関が質的量的に充実し、公的研究機関からの特許

の移転が進む、公的研究機関発の数多くのベンチャー企業が起こるなど、公的研究機関の研究成

果が数多く産業へ移転される、国際標準が数多く提案される、国際的な特許の登録件数が増加す

る、産業の生産性が向上するなど強い国際競争力を持つ国である。 

 

(3) 安心・安全で快適な生活のできる国 

 「安心・安全で快適な生活のできる国」とは、本格的に到来する高齢社会において国民が健康

に生活できるよう疾病の治療・予防能力を飛躍的に向上させること、自然及び人為的な災害やそ

れによる被害を最小限にとどめること、人間活動の基盤をなす食料やエネルギーの安定供給を図

ること、地球環境と調和した産業活動や経済的発展を実現すること、さらに、世界の中で安定し

た国際関係を維持し人々が安心で快適な生活を営むことのできる国である。 

 こうした課題を根本的に解決するためには、その発生や影響拡大の仕組みなどを解明し対策を

立てていくことが必要であり、科学技術はこのための手段を提供する。 

 一方、科学技術には負の側面もあり、それへの対応も適切に行う必要がある。 

 具体的には、例えば、様々な疾患遺伝子の解明とそれに基づくオーダーメイド医療を可能とす

る科学的・技術的基盤が形成されること、地震、台風等の自然災害の被害が最小限に抑えられる

こと、バイオテクノロジー等の活用により良質な食料の安定的な供給が確保されること、科学技

術の持つリスクが軽減されることなどが可能となる国である。 

 

３．科学技術と社会の新しい関係の構築 

 我が国が目指すべき国の姿の実現に向けて科学技術の振興を図っていくに当たり、特に、社会

との関係を考えて政策を展開していく必要がある。科学技術は、国民生活の隅々まで浸透し、現

代社会はもはや科学技術なくしては成り立たない。加えて、科学技術の進展は急激に速くなって

おり、かつ、その影響がより大きくなりつつある。また、科学技術は、社会に恩恵をもたらすと

同時に、場合によっては負の側面を示すこともある。生命倫理を巡る議論などにおいて、科学技

術に対する慎重な姿勢が見られる場合も多くなってきている。科学技術は社会に受容されてこそ

意義を持つものであり、今日、社会が科学技術をどのように捉え、判断し、受容していくかが重
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要な課題となっている。科学技術関係者は、このような科学技術と社会との関係を十分認識する

ことが必要となっている。 

 

(1) 科学技術と社会のコミュニケーション 

 科学技術に対して幅広く社会の理解を増進するとともに、科学技術と社会との双方向のコミュ

ニケーションができるチャンネルを確立する必要がある。 

 まず、学校教育における科学技術に関する教育の充実、社会の中で科学技術に親しめる機会の

拡充に努める必要がある。また、科学技術関係者から社会への働きかけとしては、社会に対して

日常的に科学技術に関する情報を提供することが挙げられる。さらに、研究者や技術者自らが、

あるいは専門の説明者やジャーナリストが、最先端の科学技術の意義や内容を分かりやすい形で

社会に伝えて、知識や考え方の普及を行うことを責務とすべきである。こうして、社会において

も、科学技術のみならず社会を巡る様々な課題について、科学的・合理的・主体的な判断を行い

得る基盤の形成を促す。 

 さらに、科学技術は社会の中にあって、社会のためになるべきである、との基本的考え方の下、

社会から科学技術に対する意見や要望が述べられる機会を拡大するとともに、科学技術関係者が

それらの意見や要望に真摯に対応することが必要である。 

 

(2) 産業を通じた科学技術の成果の社会への還元 

 科学技術と社会との関係を考える際、もう一つ重要な点は、科学技術の成果を利用可能な形で

社会へ還元することである。研究開発の成果の多くは、産業技術として活用されることにより現

実に利用可能な財・サービスを生み出し、国民生活・経済社会に還元される。論文発表等による

知の創造と蓄積・発信に加え、知を産業技術にまで結びつけ、その活用により社会に直接の利便

をもたらすことができ、社会は科学技術の恩恵を享受することができる。こうした視点を重視し

て、優れた成果を生み出す研究開発の仕組みの追求、一層の産学官連携の強化等を通じ、産業技

術力の強化を図ることが必要である。 

 

４．第１期科学技術基本計画の成果と課題 

 第１期基本計画は平成８年度から平成１２年度の５年間の計画として、平成８年７月に閣議決

定された。同基本計画では、社会的・経済的ニーズに対応した研究開発の強力な推進と人類が共

有し得る知的資産を生み出す基礎研究の積極的な振興を基本的方向とし、これらを実現するため

に、新たな研究開発システムの構築、望ましい研究開発基盤の実現、科学技術に関する学習の振

興と幅広い国民的合意の形成について講ずべき施策を取りまとめた。また、政府研究開発投資に
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ついては、５年間の科学技術関係経費の総額の規模が約１７兆円必要とされる一方、厳しい財政

事情を勘案することが必要とされ、これらの状況を踏まえ、毎年度の予算編成にあたって、第１

期基本計画の推進に必要な経費の拡充を図っていくものとされた。 

 第１期基本計画の期間中の施策の進捗状況及び課題は以下のとおりである。 

 競争的かつ流動性のある研究開発環境の整備については、競争的資金はほぼ倍増し、若手研究

者を対象とした研究資金も大幅に増加した。ポストドクター等１万人支援計画は、数値目標が４

年目において達成され、我が国の若手研究者の層を厚くし、研究現場の活性化に貢献したが、ポ

ストドクター期間中の研究指導者との関係、期間終了後の進路等に課題が残った。また、任期付

任用制度、産学官連携の促進のための国家公務員の兼業緩和等の制度改善を行ったが、現在まで

の人材の流動性の向上は必ずしも十分ではない。 

 研究開発評価は、「国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の在り方についての大綱的指

針」（平成９年８月７日 内閣総理大臣決定）（以下、「研究開発評価に関する大綱的指針」とい

う。）を策定し、研究機関や研究課題についての評価を本格的に導入した。大学については、自

己点検・評価を義務化し、評価の一層の促進が図られた。しかしながら、評価結果の資源配分・

処遇への反映や、評価プロセスの透明性は未だ不十分であるとされており、評価の実効性の向上

が課題となっている。このため、評価の在り方や方法、結果の公表について、早急に改善が必要

である。 

 また、産学官連携の推進のため、例えば、国の委託研究開発に係る特許権等の保有、民間企業

から国への委託研究の弾力的受入れ等を可能とするなどの制度改革や公的研究機関における体

制等の整備を行うことにより、研究成果の活用・企業化に向けた環境整備を行った。公的研究機

関からの特許申請数や民間企業との共同研究の数は着実に増加しており、それらを産業に結びつ

けるための法律に基づく技術移転機関も全国各地で活動を始めた。また、国以外の者が国立大学

等と共同して研究を行うために必要となる共同研究施設を国立大学等の敷地内に整備すること

を促進するための法改正を行った。 

 一方、施設、研究支援者数については十分な改善を行うことができなかった。特に、国立大学

の施設については、大学院学生数が大幅に増加したこともあり、５年間で１兆円を超える資源を

投入したものの、施設の老朽化・狭隘化問題の解消は全体として進んでいない。研究支援者の確

保は、国立試験研究機関については若干の改善が見られたのみである。国立大学については、研

究支援者数はむしろ減少傾向を示しているが、研究プロジェクトへの大学院学生の参画等により、

研究支援体制の改善を図った。 

 また、第１期基本計画においては、策定時の時間的制約もあり、国として重点的に取り組むべ

き科学技術の目標について必ずしも明確に示し得なかったが、第２期基本計画においては、国家

的・社会的課題に対応した研究開発の目標を分かりやすく定め、それに向かって戦略的・重点的
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に取り組むことが必要である。 

 平成８年度から１２年度までの間の科学技術関係経費は、厳しい財政事情下にあっても、補正

予算を含めて、必要とされた１７兆円を超える額を実現した。 

 実質的に４年間しか経過していない現時点で投資の効果を十分に評価することは困難である

が、第１期基本計画に基づく上記の制度改善等の進展により、研究開発の現場は活性化されつつ

あると認められる。この期間中に、白川英樹博士が導電性高分子に関する独創的な研究を認めら

れてノーベル化学賞を受賞したことをはじめとして、世界最高水準の科学雑誌へ発表される我が

国の論文の占有率は増加傾向にあり、また、スーパーカミオカンデでの物質の起源に迫る研究成

果やガン細胞の自殺機構の解明など基礎科学や人類未踏の分野で世界最高水準の成果が上がっ

ている。 

 一方、投資の拡大に伴い、これまで以上に関係機関が適切な責任分担と連携の下で、質の高い

研究開発をより効果的・効率的に進めていくことが求められてきている。 

 以上を踏まえ、今後は、第１期基本計画に盛り込まれた改革を更に継続するとともに、第１期

基本計画の期間中に明らかとなってきた課題に適切に対処する必要がある。 
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II．科学技術振興のための基本的考え方 

１．基本方針 

第１期基本計画の成果と課題を踏まえ、我が国が目指すべき国の姿を実現していくため、以下

の方針の下、科学技術の振興を図る。 

 

①研究開発投資の効果を向上させるための重点的な資源配分を行う。 

具体的には、 

l 国家的・社会的課題に対応する研究開発については、明確な目標を設定し、資源を重点化

して取り組む。 

l 新たな知に挑戦し、未来を切り拓くような質の高い基礎研究を一層重視する。 

②世界水準の優れた成果の出る仕組みの追求と、そのための基盤への投資の拡充を行う。 

具体的には、 

l 研究者が自由な発想により最大限能力を発揮できる競争的な研究開発環境を整備する。特

に、若手研究者が競争的な研究開発環境の中で力を発揮する機会を拡大する。 

l 人材は、科学技術活動の基礎となるものであるので、科学技術に関する教育の改革を進め

ることにより、優れた人材を養成・確保する。研究者の養成には、多様な研究開発環境を

経験することが重要であるので、研究者の流動性を確保する。 

l よりよい競争の前提となる公正で透明性の高い評価を徹底し、その実効性の向上を図る。 

l 国立大学等の施設は特に不十分な状況にあるので重点を定めて改善する。また、計量標準、

生物遺伝資源等の知的基盤をはじめとする科学技術を支える基盤の強化・充実を行う。 

③科学技術の成果の社会への一層の還元を徹底する。 

具体的には、 

l 食料、経済、産業、環境、健康、福祉、安全などに関して社会が求める課題の解決に貢献

すべく、これまで以上に緊密な産学官の連携関係を構築することにより産業技術力の強化

を図り、具体的に産業化・事業化に結びつけていく。 

l 科学技術の振興には国民の支持が欠かせないので、研究者や技術者が自らの責務として、

科学技術の意義や内容を分かりやすい言葉で発信するとともに、科学技術に関する学習の

振興を図るなどにより、科学技術に対する国民の理解を深め、国民が科学技術や社会を巡

る課題に関して、科学的・合理的・主体的な判断を下していく上での基盤の形成を図る。 

④我が国の科学技術活動の国際化を推進する。 

具体的には、 
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l 我が国から世界水準の優れた成果を創出し、人類が直面する様々な課題の克服に貢献すべく、

主体的な国際協力活動の展開を図るとともに、国際的な情報発信力を強化する。 

l 国際的にも開かれた国内外の優秀な研究者が集まる世界水準の研究環境を構築する。 

 

以上の方針の下、世界の動きの速さ、グローバル化の流れ等を踏まえ、可能な限り迅速かつ機

動的に改革を進める。その際、不必要な重複や府省の縦割りによる弊害を排することとする。 

 なお、科学技術振興についての官民役割分担を明確化し、民間に期待し得るものについては、

民間の研究開発を促進する環境を整備することで対応を図る。 

 

２．政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分 

政府研究開発投資については、第１期基本計画期間中の対ＧＤＰ比率の推移を見ると、欧米主

要国は低下傾向が継続する一方、我が国は着実に増加し、現時点では、ほぼ同水準に達しつつあ

る。しかしながら、今後とも欧米主要国の動向を意識し、かつ第１期基本計画の下での科学技術

振興の努力を継続していくとの観点から、本基本計画期間中も対ＧＤＰ比率で少なくとも欧米主

要国の水準を確保することが求められている。この場合、平成１３年度より１７年度までの政府

研究開発投資の総額の規模を約２４兆円とすることが必要である。 

（注）上記は、本基本計画期間中に政府研究開発投資の対ＧＤＰ比率が１％、上記期間中の   

ＧＤＰの名目成長率が３．５％を前提としているものである。 

 

他方、財政事情については、第１期基本計画期間中の財政赤字の対ＧＤＰ比率の推移を見ると、

主要先進国は黒字化するなど大幅に改善する一方、我が国はむしろ大幅に悪化し、主要先進国中

最悪の水準となっている。このような巨額の財政赤字が我が国経済に好ましくない影響を与え、

その発展を阻害することが懸念されており、活力ある２１世紀の社会経済を築いていくためには、

財政を健全化させることが不可欠の課題となっている。 

 

以上のような観点を踏まえ、毎年度の予算編成に当たって、今後の社会・経済動向、科学技術

の振興の必要性、第１期基本計画期間中に比べて一層厳しさを増している財政事情等を勘案し、

本基本計画の研究システム改革による合理化効果や財源確保の動向等を踏まえつつ、資金の重点

的・効率的配分を前提として本基本計画に掲げる施策の推進に必要な経費の拡充を図っていくも

のとする。 

 

その際、特に、本基本計画の主要な課題として掲げられた国家的・社会的課題に対応した研究
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開発分野、競争的環境の強化、科学技術基盤の整備に必要な資金を重点的に拡充する。また、資

金の効果的・効率的な活用を図るため、各種の施策・制度、組織・機関について、不必要な重複

や縦割りの排除を図るとともに、研究の効果を明確にした目標の作成、研究実態の情報公開、研

究成果の国民への説明を責務として求め、研究評価・政策評価の徹底を図り、研究開発の質の向

上を図る。更に、民間資金の導入、資産の売却など、一層の財源の確保に努める。 
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第２章 重要施策の計画的な実施 

 科学技術振興の基本方針に基づき、重要施策として、戦略的に取り組むべき分野の重点化、優れ

た成果を生み出す科学技術システムの構築及び我が国の科学技術活動の国際化を図る。 

 

I．科学技術の重点化戦略 

 国際競争力の維持・強化、少子高齢化や地球環境問題への対応等、我が国が直面する国家的・

社会的課題を解決し、豊かで安心・安全な社会を構築・維持できるよう、取り組むべき研究開発

を重点化して推進する。 

 同時に、研究開発は常に新たな発見から大きな飛躍が生まれるものであること、及び基礎研究

と産業化との結びつきが急速に強まっていることから、基礎研究について、一定の資源を確保し

て進める。 

 

１．基礎研究の推進 

 研究者の自由な発想に基づき、新しい法則・原理の発見、独創的な理論の構築、未知の現象の

予測・発見などを目指す基礎研究は、人類の知的資産の拡充に貢献し、同時に、世界最高水準の

研究成果や経済を支える革新的技術などのブレークスルーをもたらすものである。このような基

礎研究を一層重視し、幅広く、着実に、かつ持続的に推進していく。 

特に、大学等においては、広範な分野で、優れた研究者・技術者等の人材養成と一体になって

基礎研究を推進する必要がある。 

 研究水準を高めていくために、公正で透明性の高い評価により、競争的な研究開発環境の中で

研究が行われるようにする。また、これらの研究については、第一に科学的な観点から成果を評

価する。 

 研究者の自由な発想に基づく研究の中でも、特に大きな資源の投入を必要とするプロジェクト

については、国際的に卓越した研究の推進、革新的な知見の開拓、国際的な役割分担等の観点か

らも評価を行い、競争的資金も含めた基礎研究全体のバランス及び幅広い研究者の意見を踏まえ

つつ、資源を集中し、効果的・効率的に推進する。その際、国民に対しプロジェクトの意義や成

果を積極的に説明し、理解を求めるよう努める。 

 なお、研究成果の取扱いについては、論文の発表だけに留まらず、知的財産権の獲得・活用を

念頭に置くよう研究者に求めることが重要である。 
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２．国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点化 

 経済や産業の活性化により持続的に経済発展を遂げていくため、また、国民が安心して安全な

生活を送るためには、重点分野に積極的、戦略的に投資を行い、研究開発の推進を図らねばなら

ない。重点化の方針としては、我が国が目指すべき国の姿の実現に向けて必要となる科学技術分

野の中から、 

l 新たな発展の源泉となる知識の創出（知的資産の増大） 

l 世界市場での持続的成長、産業技術力の向上、新産業・雇用の創出（経済的効果） 

l 国民の健康や生活の質の向上、国の安全保障及び災害防止等（社会的効果） 

について、特に寄与の大きいものを評価し、 

l 少子高齢社会における疾病の予防・治療や食料問題の解決に寄与するライフサイエンス分

野 

l 急速に進展し、高度情報通信社会の構築と情報通信産業やハイテク産業の拡大に直結する

情報通信分野 

l 人の健康の維持や生活環境の保全に加え、人類の生存基盤の維持に不可欠な環境分野 

l 広範な分野に大きな波及効果を及ぼす基盤であり、我が国が優勢であるナノテクノロジ

ー・材料分野 

の４分野に対して、特に重点を置き、優先的に研究開発資源を配分することとする。 

 また、科学技術の発展に伴い知識が細分化されてきていること、今日の科学技術が人間活動と

密接なかかわりを持っていることにかんがみ、研究開発の推進に当たっては、人文・社会科学分

野も含め異分野の結集・統合など知識の融合には特に留意する必要がある。 

 国家的・社会的課題に対応した研究開発は、官民が協力して推進すべきものであるが、以下で

は特に官の果たすべき役割を中心に示す。 

 

(1) ライフサイエンス分野 

 ２１世紀は「生命の世紀」と言われるように、生命への理解が深まることによって、医学の飛

躍的な発展や食料・環境問題の解決に寄与することが期待できる。この分野は、我が国で今後本

格化する少子高齢社会において、健康で活力に満ちた安心できる生活を実現するために重要な分

野である。 

 ライフサイエンス分野の研究開発水準については、我が国は、イネゲノム・微生物ゲノムの解

読・研究では欧米をリードするとともに家畜のクローン技術でも欧米に並ぶなど一部は高い水準

にあるが、全般的に欧米に比して遅れを取っている。米国は、ＮＩＨ（国立衛生院）に代表され

る国家的取組とベンチャービジネスの活動の両面において、世界をリードしている。欧州は、遺
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伝性のアルツハイマー病研究、ゲノム情報などのデータベース構築技術などで、米国に劣らない

実力を持つ。 

 今後、ゲノム科学をはじめとする先端生命科学研究が急速に進展する中、我が国の国情を踏ま

え、重点的・戦略的に取り組むこととする。具体的には、 

l プロテオミクス、たんぱく質の立体構造や疾患・薬物反応性遺伝子の解明、それらを基礎

とした新薬の開発とオーダーメイド医療や機能性食品の開発等の実現に向けたゲノム科

学 

l 移植・再生医療の高度化のための細胞生物学 

l 研究開発成果を実用化する臨床医学・医療技術 

l 食料安全保障や豊かな食生活の確保に貢献するバイオテクノロジーや持続的な生産技術

等の食料科学・技術 

l 脳機能の解明、脳の発達障害や老化の制御、神経関連疾患の克服、脳の原理を利用した情

報処理・通信システム開発等の脳科学 

l 上記の技術革新を支えるとともに、膨大な遺伝子情報等を解析するための情報通信技術と

の融合によるバイオインフォマティクス 

等の推進に重点を置く。 

 ライフサイエンス分野の推進に当たって、国は、基礎的・基盤的な研究開発の実施に加え、融

合領域等で必要となる研究者・技術者の養成・確保、生物遺伝資源等の知的基盤の整備と幅広い

利用の促進、特許を巡る国際的な課題への対応、科学的知見に基づく安全性の確保とそのための

基盤の整備、国民の理解の増進、倫理面のルール整備等を推進する。 

 

(2) 情報通信分野 

 情報通信分野における研究開発の進展は、情報通信産業やハイテク産業など知識集約的な産業

の創出・拡大や、ものづくり技術の新たな展開など既存産業の革新のために重要である。また、

電子商取引、電子政府、在宅勤務、遠隔医療及び遠隔教育の実現・普及など、産業のみならず日

常生活までの幅広い社会経済活動に大きな変革をもたらすもので、国民が安心して安全な生活を

送るための重要な基盤となりつつある。 

 情報通信分野の研究開発水準については、我が国は、携帯電話、光通信技術、情報通信端末な

どで欧米より優位であると言われているが、米国は、パーソナルコンピュータ関連技術等での標

準化戦略で先行し、またソフトウェア技術で我が国より優位である。 

 特に、この分野はニーズが多様で、技術革新が急速に進行しているため、機動的な研究開発を

推進する。また、誰もが、自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を創造的かつ最大限に

発揮することが可能となる高度な情報通信社会の実現に必要な基盤技術に関する研究開発を推
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進することが重要である。具体的には、 

l ネットワーク上であらゆる活動をストレスなく時間と場所を問わず安全に行うことので

きるネットワーク高度化技術 

l 社会で流通する膨大な情報を高速に分析・処理し、蓄積し、検索できる高度コンピューテ

ィング技術 

l 利用者が複雑な操作やストレスを感じることなく、誰もが情報通信社会の恩恵を受けるこ

とができるヒューマンインターフェース技術 

l 上記を支える共通基盤となるデバイス技術、ソフトウェア技術 

等の推進に重点を置く。 

 情報通信分野の推進に当たって、国は、この分野は多様性と技術革新のスピードの速さといっ

た特性を持つことを踏まえつつ、市場原理のみでは戦略的・効果的に達成し得ない基礎的・先導

的な領域の研究開発に重点を置く。さらに、革新的なアイディアを有する研究者個人に着目した

研究開発にも重点を置くとともに、民間の優れた人材の教育現場での活用などにより、優れた研

究者・技術者の養成・確保を図る。また、ネットワーク上での安全・安心な活動を担保するため

の制度等の整備、技術開発のためのテストベッドの提供、標準化等の国際的な取組、国民が情報

通信技術を活用することができるようにするための教育及び学習の振興等に取り組む。さらに、

コンピュータの誤作動・機能不全による災害、ネットワークを介した不正行為による社会システ

ムの機能停止への対策や、プライバシー等の情報管理の在り方の検討、デジタル・ディバイド（情

報格差）の是正について留意する。 

 

(3) 環境分野 

 環境分野は、多様な生物種を有する生態系を含む自然環境を保全し、人の健康の維持や生活環

境の保全を図るとともに、人類の将来的な生存基盤を維持していくために不可欠な分野である。 

 環境分野の研究開発水準については、我が国は、地球温暖化対策技術では、全般的に欧米と同

等の水準である。地球科学の領域では、観測の量などは欧米（特に米国）より劣るが、測定技術

そのものは同等である。我が国は、化学物質総合評価管理技術などでは、欧米とほぼ同等の水準

である。 

 国土が狭隘で資源にも乏しい我が国にとって、環境分野の重要性は高く、他国に先駆けて取り

組むことは極めて重要である。具体的には、 

l 資源の投入、廃棄物等の排出を極小化する生産システムの導入、自然循環機能や生物資源

の活用等により、資源の有効利用と廃棄物等の発生抑制を行いつつ資源循環を図る循環型

社会を実現する技術 

l 人の健康や生態系に有害な化学物質のリスクを極小化する技術及び評価・管理する技術 
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l 人類の生存基盤や自然生態系にかかわる地球変動予測及びその成果を活用した社会経済

等への影響評価、温室効果ガスの排出最小化・回収などの地球温暖化対策技術 

等の推進に重点を置く。その際、環境負荷の低減に配慮して総合的に技術評価を行う必要があり、

ライフサイクルアセスメント手法の開発、データベースの整備、消費者等への情報提供を推進す

ることが重要である。  

 環境分野の推進に当たって、環境対策自体は経済的な付加価値を評価しにくいものであるため、

国は、環境対策が経済社会に適切に組み込まれるよう、地球規模の観測や共通基盤技術開発、知

的基盤整備、標準化の取組、モデル的な実証評価等を推進するとともに、環境対策の制度設計、

初期需要創出のための各種導入促進策、消費者等への環境教育等を行う。 

 

(4) ナノテクノロジー・材料分野 

 ナノテクノロジー・材料分野は、上記３分野を含め、広範な科学技術分野の飛躍的な発展の基

盤を支える重要分野であるとともに、特にナノテクノロジーは、２１世紀においてあらゆる科学

技術の基幹をなすものとして期待される。 

○物質・材料 

 物質・材料の研究開発水準については、我が国は、既存材料技術では欧米より優勢である。 

 物質・材料は、広範な分野での飛躍的発展の鍵を握るという意味において重要であり、かつ、

これまで我が国は高い研究開発水準を維持してきており、今後とも重点的に投資を行うことによ

り積極的に研究開発を進め、世界に先駆け技術革新をリードしていくこととする。具体的には、 

l 情報通信や医療等の基盤となる原子・分子サイズでの物質の構造及び形状の解明・制御や、

表面、界面等の制御等の物質・材料技術 

l 省エネルギー・リサイクル・省資源に応える付加価値の高いエネルギー・環境用物質・材

料技術 

l 安全な生活空間を保障するための安全空間創成材料技術 

等の推進に重点を置く。 

 なお、材料は、使われてこそその真価を発揮するものであり、研究者の生み出すシーズが利用

者側のニーズに的確に応えるものとなるように十分に配慮しつつ研究開発を推進する。また、シ

ミュレーション技術等の情報通信技術との融合による革新的材料開発、国際標準化の促進、知的

基盤の充実、環境・安全等の総合的評価技術等の確立に取り組む。 

 材料技術の推進に当たって、国は、基礎的・先導的な研究開発や産業化をも視野に入れた基盤

的技術の研究開発といった、市場原理のみでは戦略的・効果的に達成し得ない領域の研究開発を

重点的に推進する。 
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○ナノテクノロジー 

 ナノテクノロジーは、情報通信、環境、ライフサイエンス、材料等広範な分野にわたる融合的

かつ総合的な科学技術であり、ナノ（１０億分の１）メートルのオーダーで原子・分子を操作・

制御すること等により、ナノサイズ特有の物質特性等を利用して全く新しい機能を発現させ、科

学技術の新たな領域を切り拓くとともに、幅広い産業の技術革新を先導するものである。ナノテ

クノロジーの活用により、情報通信、エネルギー、バイオテクノロジー、医療などに新しい材料、

デバイス、革新的システム等を提供することが可能となる。 

ナノテクノロジーの研究開発水準については、我が国は、欧米と対等ないしリードしているが、

米国等諸外国の国策的取組が急速に進みつつある。このため、我が国における産学官の英知を結

集した戦略的な取組が急務である。ナノテクノロジーの具体的な課題としては、例えば、ナノレ

ベルで物質構造等を制御することで、超高強度化、超軽量化、超高効率発光等の革新的機能を有

するナノ物質・材料、超微細化技術や量子効果の活用等により、次世代の超高速通信、超高速情

報処理を実現するナノ情報デバイス、体内の患部に極小のシステムを直接送達し、診断・治療す

る医療技術などの研究開発が挙げられる。 

 ナノテクノロジーの推進に当たっては、基礎的・先導的な研究開発と産業化を視野に入れた研

究開発をバランス良くかつ重点的に推進することが重要である。また、異分野間や研究者間の融

合及び情報交換を促進する研究ネットワークの構築や新たな融合領域における人材養成などが

重要である。 

 

上記４分野以外にエネルギー、製造技術、社会基盤、フロンティアの４分野があるが、これら

の分野においても、国の存立にとって基盤的であり、国として取り組むことが不可欠な領域を重

視して研究開発を推進する。 

 

(5) エネルギー分野 

 エネルギー分野では、将来的に懸念されるエネルギー供給不安に備え、エネルギー・セキュリ

ティを確保する観点から現在の主力である化石燃料への依存の低下を目指すとともに、地球温暖

化防止等の地球環境保全や効率化の要請に対応しつつ、安全で安定したエネルギー需給構造の実

現を目指す。 

 具体的には、燃料電池、太陽光発電、バイオマス等の新エネルギー技術、省エネルギー・エネ

ルギー利用高度化技術、核融合技術、次世代の革新的原子力技術、原子力安全技術等が挙げられ

る。 
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(6) 製造技術分野 

 製造技術は、我が国の生命線ともいうべき経済力の源泉であり、我が国でしかできない高精度

加工技術が存在するなど、世界的にも最高水準にある。今後、これらの高度な技術を基に、革新

的な技術の開発を行うことが重要である。 

 具体的には、高精度技術、精密部品加工技術、マイクロマシン等の高付加価値極限技術、環境

負荷最小化技術、品質管理・製造現場安全確保技術、先進的ものづくり技術（特に情報通信技術・

生物原理に立脚したものづくり革新に資する次世代技術）、医療･福祉機器技術等が挙げられる。 

 

(7) 社会基盤分野 

 社会基盤分野は、防災科学技術、危機管理に関する技術、自動車・船舶・航空機等の輸送機器、

地理情報システム、淡水製造・管理技術等、国民生活を支える基盤的分野であり、豊かで安心・

安全で快適な社会を実現するために、社会の抱えているリスクを軽減する研究開発や国民の利便

性を向上させ、質の高い生活を実現するための研究開発を推進する。 

 具体的には、地震防災科学技術、非常時・防災通信技術等の防災・危機管理関連技術、ＩＴＳ

（高度道路交通システム）等の情報通信技術を利用した社会基盤技術等が挙げられる。 

 

(8) フロンティア分野 

 新たな活用領域として更なる展開が期待される宇宙、海洋等のフロンティア開拓型の研究開発

に取り組む。人工衛星による通信・地球観測等の宇宙利用、多様な資源・空間を有する海洋利用

等により、国民生活の質の向上など経済社会への貢献を目指す。 

 具体的には、高度情報通信社会に貢献する宇宙開発、新たな有用資源の利用を目指した海洋開

発が挙げられる。 

 

３．急速に発展し得る領域への対応 

 機動性、スピードの要求される時代にあって、重点化の対象・内容については、総合科学技術

会議が継続的に精査し、適時の見直しを行っていく。その中で、その時点における取組は小規模

ながらも将来著しい成長が予想される領域が抽出された場合は、先見性と機動性を持って的確に

対応する。 
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II．科学技術システムの改革 

 科学技術システムとは、社会の理解と合意を前提に資源を投入し、人材養成及び基盤整備がな

され、研究開発活動が行われ、その成果が還元される仕組みである。すなわち、科学技術システ

ムは、研究開発システム、科学技術関係人材の養成及び科学技術振興に関する基盤の整備からな

り、産業や社会とのインターフェースを含むものである。我が国の科学技術活動を高度化し、そ

の成果の社会への還元を一層促進するため、投資の拡充とともに、以下のとおり我が国の科学技

術システムを改革する。すなわち、人材や基盤の充実がなされ、質の高い研究開発が行われ、世

界最高水準の研究成果が創出されるようにするとともに、研究成果の産業や社会への円滑な技術

移転や社会への積極的な説明が行われるようにする。 

 

１．研究開発システムの改革 

(1) 優れた成果を生み出す研究開発システムの構築 

① 競争的な研究開発環境の整備 

 創造的な研究開発活動を展開していくため、競争的な研究開発環境を整備する必要がある。

このため、研究者が研究機関の外部から競争的資金を獲得することに加え、研究機関の内部で

も競争的な環境を醸成するなど、あらゆる局面で競争原理が働き、個人の能力が最大限に発揮

されるシステムを構築する。 

(a) 競争的資金の拡充 

研究者の研究費の選択の幅と自由度を拡大し、競争的な研究開発環境の形成に貢献する競

争的資金を引き続き拡充する。その際、競争的資金を活用し世界をリードしている米国を参

考とし、本基本計画の期間中に競争的資金の倍増を目指す。競争的資金の効果を最大限に発

揮させるためには、評価を中心に、以下の改革が不可欠であり、これを競争的資金の倍増と

ともに徹底する。  

l 研究課題の評価に当たっては、研究者個人の発想や能力が評価され得るよう研究費の

制度・運用を改善する。具体的には、単独の研究者がポストドクター・研究支援者等

とともに行う研究を大幅に拡大する。複数の研究者が行うグループ研究においては、

明確な責任体制の下で分担して行うようにする。 

l 一定の研究成果が得られるよう、１研究課題当たりに研究遂行に必要かつ十分な研究

費を確保し、また、３～５年間程度の研究期間を重視する。  

l 中間評価及び事後評価を適切に実施し、その結果を運用に反映させる。中間評価につ

いては、必要に応じて、その結果を当該課題の規模の拡大や縮小、中止等に反映させ
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る。その際に、特に優れた成果が期待される課題については、より大きな成果に結び

つけられるように研究期間の延長を可能とする。また、中間評価及び事後評価の結果

を、次に競争的資金に応募する際の事前評価に活用できるようにする。これらにより

長期的に優れた研究の発展を図る。ただし、過去に競争的資金の応募実績がない者に

ついても、公平に機会が与えられるようにする。 

l 評価過程、評価結果、評価手続及び評価項目が提案した研究者に適切に開示されるよ

うにする。 

l 専任で評価に従事する人材として研究経験のある者を確保し、研究課題の評価に必要

な資源を充てるなど、評価に必要な体制を整える。 

l 課題採択時に研究者の実績等を踏まえた公正かつ透明性の高い評価を行うため、研究

の進捗状況や成果については定期的に研究者から報告を受け、データベースとして整

備する。 

l 競争的資金を所管する各府省は、その目的にかなう限り、できるだけ多くの研究者が

応募できるよう運用を徹底する。 

l 競争的資金のうち、研究者個人に直接配分されるものは、原則として、経理を研究機

関に委ねることとして、研究機関が研究費の適切な執行を確保するものとする。  

l 競争的研究資金の倍増を図っていく中で、各府省の持つ競争的資金の目的を明確化し、

プログラム・制度の統合・整理を行う。 

(b) 間接経費 

 競争的資金の拡大によって、直接に研究に使われる経費は増加してきた。競争的資金をよ

り効果的・効率的に活用するために、研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費を手

当する必要がある。このため、競争的資金を獲得した研究者の属する研究機関に対して、研

究費に対する一定比率の間接経費を配分する。 

 間接経費の比率については、米国における例等を参考とし、目安としては当面３０％程度

とする。この比率については、実施状況を見ながら必要に応じ見直しを図る。 

 間接経費は、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の

向上に活用する。複数の競争的資金を獲得した研究機関は、それに係る間接経費をまとめて、

効率的かつ柔軟に使用する。こうした間接経費の運用を行うことで、研究機関間の競争を促

し、研究の質を高める。ただし、当該機関における間接経費の使途については、透明性が保

たれるよう使用結果を競争的資金を配分する機関に報告する。 

 国立大学等については、国立学校特別会計の中に競争的資金を獲得した大学に間接経費が

還元される仕組みを整える。 
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(c) 基盤的経費の取扱い 

 競争的資金の倍増を図っていく中で、教育研究基盤校費及び研究員当積算庁費のいわゆる

基盤的経費については、競争的な研究開発環境の創出に寄与すべきとの観点から、その在り

方を検討する。その際、 

l 教育研究基盤校費については、教育を推進する経費であるとともに大学の運営を支え

るために必要な経費としての性格を有すること 

l 研究員当積算庁費については、研究機関の行政上の業務遂行に必要な研究費としての

性格を有すること 

に留意する。 

 

② 任期制の広範な普及等による人材の流動性の向上 

 若手研究者は任期を付して雇用し、その間の業績を評価して任期を付さない職を与える米

国等におけるテニュア制は、米国等での研究開発環境の活性化の源と言われる。我が国も、

将来に向けて、このような活力ある研究開発環境を指向し、３０代半ば程度までは広く任期

を付して雇用し、競争的な研究開発環境の中で研究者として活動できるよう、任期制の広範

な定着に努める。また、研究者がその資質・能力に応じた職を得られるよう、公募の普及や

産学官間の人材交流の促進等を図る。その際、研究者と産学官の研究機関等とのニーズを合

致させることができる「市場メカニズム」が働く環境の形成が重要である。このため、 

l 国立試験研究機関、独立行政法人研究機関、国立大学等の国の研究機関等は、３０代

半ば程度までの若手研究者については広く任期を付して雇用するように努めるとと

もに、研究を行う職については原則公募とし、広く資質・能力のある研究者に公平な

雇用機会を提供する。国の研究機関等は、任期制及び公募の適用方針（業務や研究分

野等により任期制又は公募を適用できない場合はその理由）を明示した計画を作成す

るよう努める。研究機関の評価に当たっては、任期制及び公募の適用状況を評価の一

つの重要な観点とする。 

l 現行の若手育成型任期付任用の任期は原則３年までとされているが、３年では実質的

に研究に専念できる期間が短いことが指摘されている。これを踏まえ、十分かつ多様

な研究機会を確保する観点から、若手研究者が原則５年間は任期付研究員として活躍

できるようにするとともに一定の条件の下に再任もできるようにするなど、必要な措

置を講ずる。その際、業績や能力に応じた処遇を図れるよう改善を行う。あわせて、

大学における任期付教員をはじめとする教員の業績、能力等を十分に反映した処遇の

改善方策について検討する。 

l 研究者が多様な経験を積むとともに、研究者の流動性を高めるため、産学官間の交流
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や国際交流を重視する。その際、適性に応じて、研究開発のみならず、行政、産業界

等幅広い職で活躍できるような多様なキャリア・パスを確保するため、ポストドクタ

ーや若手研究者の行政、企業等への派遣を可能とし、促進する。 

 

③ 若手研究者の自立性の向上 

優れた若手研究者がその能力を最大限発揮できるように、若手研究者の自立性を確保する。

このため、 

l 研究に関し、優れた助教授・助手が教授から独立して活躍することができるよう、制

度改正も視野に入れつつ、助教授・助手の位置付けの見直しを図る。あわせて、助教

授・助手が研究開発システムの中で存分に能力を発揮できるよう、研究支援体制の充

実、大学等における幅広い視野を持つ創造的人材の育成の推進など総合的な取組を進

める。 

l 優れた若手研究者が自立して研究できるよう、各研究機関において、研究スペースの

確保など必要な配慮を行う。 

l 競争的資金の倍増の中で、若手研究者を対象とした研究費を重点的に拡充するととも

に、競争的資金一般においても、若手研究者の積極的な申請を奨励する。 

l 特に優れた成果を上げた若手研究者に対する表彰等を充実する。 

 また、若手研究者が独立して研究できるよう研究能力の涵養を図るため、ポストドクター

等１万人支援計画が策定され、これによりポストドクターが研究に専念できる環境が構築さ

れてきた。今後は、研究指導者が明確な責任を負うことができるよう研究費でポストドクタ

ーを確保する機会の拡充や、能力に応じた処遇を行うとともに、ポストドクターの行政・企

業等への派遣や優秀な博士課程学生への支援充実等を図り、ポストドクトラル制度等の質的

充実を図るとともに、その効果を評価する。 

 

④ 評価システムの改革 

 研究開発評価は、研究開発評価に関する大綱的指針に従い実施されているが、競争的な研

究開発環境の実現と効果的・効率的な資源配分に向けて、 

l 評価における公正さと透明性の確保、評価結果の資源配分への反映 

l 評価に必要な資源の確保と評価体制の整備 

に重点を置いて改革を進める。また、その実施に当たっては、研究開発課題の評価、研究機関

の評価、研究者の業績評価が、体系的かつ効率的に行われるようにする。 

 このため、以下のような事項を盛り込み、研究開発評価に関する大綱的指針を改定する。 
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(a) 評価における公正さと透明性の確保、評価結果の資源配分への反映 

研究開発課題の評価は、その課題の性格に応じて行う。評価は一律の基準で行うのではな

く、研究課題、分野によって柔軟に対応する。とりわけ、政策目的に応じたプロジェクトや

研究開発制度による課題については、第三者を評価者とした外部評価により、事前評価にお

いては社会的・経済的な意義・効果や目標の明確性等の評価を、中間及び事後評価において

は実施に当たって設定した具体的目標に対する達成度の評価を徹底する。また、競争的資金

による課題については、原則として、独創性・先導性等の科学的・技術的視点については長

期的視点を持つなど高い資質を有した専門家によるピア・レビューを行い、国際的水準に照

らした質の評価を徹底する。その際、その時点までに競争的資金の申請者が関与した研究開

発課題の事後評価が制度を越えて次の申請の際の事前評価に反映されるよう運用の改善を

行う。 

各府省は、研究開発課題の事前評価、中間・事後評価に加えて、研究開発の終了後におけ

る研究開発成果の波及効果に関する追跡評価を実施し、そのインパクトを評価するとともに、

過去の評価の妥当性について検証する。また、研究開発制度及びその運用についても、その

目的に照らして効果的・効率的なものになっているか等の評価を行う。 

研究機関の評価は、機関の設置目的や研究目的・目標に即して、機関運営と研究開発の実

施の面から行う。機関運営評価は、機関長に与えられた裁量と資源の下で、目標の達成のた

めや研究環境の改善等のためにどのような運営を行ったかについて、効率性の観点も踏まえ

つつ評価を行う。研究開発の実施の評価は、機関が実施した研究開発課題の評価と所属する

研究者の業績等の評価の総体で評価を行う。研究機関の運営は機関長の裁量の下で行われる

ものであるので、研究機関評価の結果は、運営責任者たる機関長の評価につなげる。 

研究者の業績評価は、研究機関が行うべきものとして、機関長が評価のためのルールを整

備し、責任を持って実施する。その際、研究開発、社会への貢献等関連する活動を評価でき

る多様な基準によって行い、基準の一つにおいて特段優れている場合にはこれを高く評価す

る。 

 以上の評価を進めるに当たって、評価の公正さ、透明性を確保するため、客観性の高い評

価指標や外部評価を積極的に活用するとともに、評価を行う者は、被評価者に対し、評価手

法・基準等の周知、評価内容の開示等を徹底する。 

 また、評価結果については、課題の継続、拡大・縮小、中止等の資源配分、研究者の処遇

に適切に反映する。 

なお、大学については自主性の尊重、教育と研究の一体的な推進などその研究の特性に留

意する必要がある。また、大学評価・学位授与機構等による教育、研究、社会貢献、組織運

営などの第三者評価の推進を図る。 
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(b) 評価に必要な資源の確保と評価体制の整備 

 評価は研究開発活動の効果的・効率的な推進に不可欠であり、評価に必要な資源は確保し

て、評価体制を整備する。 

l 競争的資金の配分機関などにおいて専任で評価に従事する者が質・量ともに不足して

いることを踏まえ、研究費の一部を評価の業務に充てる、評価部門を設置して研究経

験のある人材を国の内外を問わず確保するなど必要な資源を充て、評価体制を充実す

る。また、研修等を通じて人材の養成に努める。 

l 評価実施主体が国内外の適切な評価者を選任できるようにするため、及び個々の研究

開発課題の評価において普遍性・信頼性の高い評価を実現するため、国全体として、

個々の課題についての研究者、資金、成果、評価者、評価結果をまとめたデータベー

スを整備する。その結果、どのような成果が上がっているか、わかりやすい説明にも

資する。 

l 評価体制の整備に伴い発生する審査業務等を効率化し、評価をより高度なものとする

ため、電子システムの導入を図る。 

 

⑤ 制度の弾力的・効果的・効率的運用 

(a) 研究開発の特性を踏まえた予算執行の柔軟性・効率性の確保  

 研究開発は一般的に複数年にわたり継続して実施されるが、その進捗は当初の予定どおり

にならないことも少なくない。国の研究開発予算については、その特性を踏まえ、研究の進

捗に合った柔軟かつ効率的な使用ができるようにするとともに、翌年度に繰り越して使用す

ることができる繰越明許費の活用を図る。 

 また、競争的資金等について、会計事務の効率化を図ること等により、研究者が年度当初

から資金を使用できるようにする。 

(b) 勤務形態等の弾力化 

 研究の成果を評価して研究者を処遇し、その能力を十分に発揮させる環境を整備するため、

民間企業等の研究業務に対して裁量労働制が適用されていることを踏まえ、独立行政法人研

究機関における裁量労働制の活用を期待する。 

また、国の研究者等の自発性及び自立性を積極的に促すため、自己啓発等の一定の活動を

行う場合に一定期間公務を離れることを認める休業制度については、対象活動の範囲や既存

制度との整合性などの課題を検討する。 
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⑥ 人材の活用と多様なキャリア・パスの開拓 

(a) 優れた外国人の活躍の機会の拡大 

 優れた外国人研究者が我が国において活発に研究開発活動ができるようにする。そのため、

例えば、公的研究機関においては、フェローシップ等により日本で研究開発に従事し、成果

を上げた若手の外国人研究者を評価して、能力に見合う処遇をする。さらに、競争的資金に

ついては、日本で研究する外国人研究者も応募できるよう英語による申請を認めるなど、外

国人研究者が日本の研究社会の中で同等に競争できる環境を整備する。 

(b) 女性研究者の環境改善 

 男女共同参画の観点から、女性の研究者への採用機会等の確保及び勤務環境の充実を促進

する。特に、女性研究者が継続的に研究開発活動に従事できるよう、出産後職場に復帰する

までの期間の研究能力の維持を図るため、研究にかかわる在宅での活動を支援するとともに、

期限を限ってポストや研究費を手当するなど、出産後の研究開発活動への復帰を促進する方

法を整備する。 

(c) 多様なキャリア・パスの開拓 

 研究者が、適性に応じて、研究開発の企画・管理等のマネジメント、研究開発評価、知的

財産権等研究開発にかかわる幅広い業務に携わることができるよう、多様なキャリア・パス

の開拓が必要である。 

 若手研究者が将来の可能性を幅広く選択できるよう、行政機関等での採用の機会を拡大す

る。特に、競争的資金の配分機関などでは、研究経験のある人材の雇用を進める。さらに、

民間においても、博士課程修了者やポストドクター経験者等の能力のある若手研究者の採用

に積極的に取り組むことが期待される。 

 

⑦ 創造的な研究開発システムの実現 

 以上に述べた改革を徹底し、優れた成果を生み出す研究開発システムを実現するためには、

研究所等の一定の規模の組織で、機関の長のリーダーシップの下、柔軟かつ機動的なマネジメ

ントを行い、国際的に一流の研究開発拠点を構築していくことが有効である。 

このため、既存の研究開発機関を世界的な研究開発拠点とすることを目指し、当該機関の研

究開発能力や成果を活用するための斬新な手法を組織運営に取り入れて行くなど、これら機関

におけるマネジメントの改革に取り組むことを促進する。 

さらに、重点化して取組を行う必要のある分野や急速な進展を見せる領域について、以下の

諸点において従来の組織運営にとらわれない新たな発想に立ち、欧米の第一級の研究開発機関

に比肩し得る、世界最高水準の研究開発を行う理想的な研究開発組織を構築する。 

① 存続期間を定めた時限的な組織とする。 
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② 研究開発の責任者とマネジメントの責任者を分離し、前者には国際的水準の研究開発実

績を有する者を、後者には研究開発と経営の経験をともに持つ者を充てる。 

③ 必要充分な管理、技術支援、成果管理等の支援部門を整備する。 

④ ポストドクターの大幅な採用も含め若手の人材を中心に据える。 

⑤ 外国人を積極的に登用する。 

⑥ 産学官の各セクターからの参画を募る。 

⑦ 研究開発実績、能力を反映した研究開発資金の配分、給与などの処遇を行う。 

⑧ 資金は弾力的に運用する。 

⑨ 研究開発活動の共通語と言える英語を使用言語とする。 

⑩ 国際水準からみて研究開発に必要な施設を整える。 

 

(2) 主要な研究機関における研究開発の推進と改革 

① 大学等 

大学は、優れた人材の養成・確保、未来を拓く新しい知の創造と人類の知的資産の継承、知

的資源を活用した国際協力等様々な面から科学技術システムの中において中心的な役割を果

たすことが求められている。 

しかしながら一方で、我が国の大学の現状に関しては、教育機能の弱さ、専門分野の教育の

幅の狭さ、組織運営の閉鎖性や硬直性等の課題が指摘されてきている。 

これまで、大学の教育研究の高度化・個性化・活性化という観点から、大学設置基準の大綱

化、大学院の量的整備などの大学改革が進められており、組織運営の面についても、すべての

国立大学に学外者で構成される運営諮問会議が設置されたり、第三者評価機関として大学評

価・学位授与機構が創設されるなどの進展が見られる。今後とも、大学の自主性・自律性を拡

大し、主体的・機動的な運営ができるよう更に制度面の改善を進めるとともに、各大学におい

て、こうした制度面での改善を実際の大学運営や教員の意識改革につなげ、大学改革をより実

効あるものとしていくことが期待される。 

各大学においては、学部段階から一貫して課題探求能力の育成を重視した教育を進めるとと

もに、先端的・独創的教育研究の拠点としての大学院の整備・高度化の一層の推進を図ること

により、教育と研究の両面にわたって質的充実を図り、国際的にも魅力と競争力を高めていく

ことが望まれる。このため、組織編制の弾力化等により、各大学が、経済や社会の情勢の変化

をも見通しそれに自律的・機動的に対応しつつ教育研究機能を一層高めることが必要であり、

このような制度の弾力性は、特に現状において国家行政組織として制度的な制約のある国立大

学にあっては、重要な課題となる。また、各大学において、厳格な自己点検・評価を実施し、

その結果を積極的に公開するとともに、大学の教育研究活動や組織運営の改革に具体的に反映
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していくことが求められる。大学は、全国各地域に存在することから、その利点を活かし、地

方公共団体や企業などとの協調・協力関係を強め、地域における科学技術の発展の中核として

積極的に貢献することが重要である。さらに、大学が、産業界や他の研究機関等との連携・交

流を推進しつつ、多様で高度な教育研究活動を積極的に展開していくことは、大学の教育研究

水準を高めていく上で重要である。 

(a) 国立大学等 

 国立大学及び大学共同利用機関については、独立行政法人化に関する検討が進められてお

り、組織運営体制の強化等により、学長等がリーダーシップを発揮し、自律的な運営ができ

るよう一層の改革を進める。また、卓越した大学院の重点整備を含む大学院の教育研究の高

度化・多様化の推進を行う。 

 公立大学については、地域における高等教育機会の提供と地域発展のための研究への貢献

が求められており、教育研究機能の一層の強化を図り、各大学が特色ある発展を目指す。 

(b) 私立大学 

 私立大学は、我が国の大学の学生数の約８割を占めるとともに、それぞれ独自の建学の精

神に基づき、特色ある教育研究活動を積極的に展開するなど、高等教育の発展に大きな役割

を果たしており、私立大学としての主体性を生かしつつ、教育研究水準の一層の向上を図る

必要がある。 

 このため、私立大学については、大学院の充実など教育研究機能を強化する観点から、重

点的配分を基調として助成の充実を図るとともに、多様な民間資金の導入を促進するための

所要の条件整備を行う。 

 

② 国立試験研究機関、公設試験研究機関、独立行政法人研究機関等 

国立試験研究機関、独立行政法人研究機関、特殊法人研究機関等では、政策目的の達成を使

命とし、我が国の科学技術の向上につながる基礎的・先導的研究及び政策的ニーズに沿った具

体的な目標を掲げた体系的・総合的研究を中心に重点的に研究開発を行う。また、地方公共団

体に設置されている公設試験研究機関は、地域産業・現場のニーズに即した技術開発・技術指

導に重要な役割を担っている。科学技術に対する経済社会の期待が高まる中、これら公的研究

機関に対し、優れた成果の創出と社会への還元がより一層強く求められる。このような状況に

かんがみ、以下の取組を強化する。 

l 国立試験研究機関、独立行政法人研究機関、特殊法人研究機関等は、国家的・社会的

ニーズを踏まえた研究やその将来の発展に向けた基盤的な研究等、各機関の任務遂行

のための研究を実施し、創出された成果を効果的に普及・実用化できるよう、大学や

産業界との連携を一層強化する。 
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l 地域に設置されている公的研究機関は、その地域の特性に根ざした産業の発展への貢

献が望まれており、そのため、基礎的・先導的研究の成果の技術移転を促進し、成果

の企業化等に向けた取組を強化する。 

独立行政法人に移行する研究機関においては、弾力的に組織を運営し、研究機関の特性と機

能を最大限に活かしつつ、柔軟かつ機動的な研究開発を行い、優れた研究成果の創出とその活

用を行えるようにする。具体的には、 

l 法人の長の裁量の拡大、研究資金の柔軟かつ弾力的な運用、成果の積極的な活用を行

う。 

l 機関の使命達成のための各府省からの研究開発費に加え、外部資金の獲得等による研

究開発を積極的に行い、機関の機能を高めていく。 

l 人事管理においては、法人の長の裁量の下、優れた研究者の採用や能力に応じた処遇

を行う。このため、研究系の職員等の選考採用や研究休職に係る手続の簡素化、任期

付研究員制度における採用手続の簡素化を進めるよう、人事院に早期の検討を求める。 

 

③ 民間企業 

(a) 民間の研究開発の促進 

 国の活動とあいまって重要な役割を担う民間の研究開発を活性化させるべく、国は、民間

の自助努力を基本としつつ広く民間の研究開発の意欲を高めるため、増加試験研究費税額控

除制度等の研究開発活動促進に資する税制措置や、研究開発のリスクを軽減する技術開発制

度の積極的な活用を図る。その際、我が国経済の発展の基盤となる技術の研究開発を促進す

る制度については、より効果的・効率的なものになるよう見直しを行う。 

 国は、国費を財源とする委託研究により生じた特許権等の成果については、産業活力再生

特別措置法の一層の適用による受託者への帰属の促進等により、その活用を図る。 

 また、政府調達、社会的規制等は、技術力のある事業者の競争への参加機会の拡大等を通

じて技術革新を促す側面を有しているため、その適切かつ効果的な活用を図る。 

(b) 研究人材の流動化への対応 

 我が国全体の研究人材の流動化を促進するとの観点から、民間においても、博士課程修了

者やポストドクター経験者等の能力のある若手研究者の採用に積極的に取り組むことを期

待する。 
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２．産業技術力の強化と産学官連携の仕組みの改革 

 研究開発の成果は、市場原理に基づく競争的な環境の中で、現実に利用可能な財・サービスの

形で広く社会に普及していくこととなるが、産業技術の役割は、このような知的創造活動の成果

の国民生活・経済社会への橋渡しに貢献することである。産業技術力の強化に対しては、科学技

術システムの改革が大きな効果を持つが、そのうち特に産学官連携の仕組みの改革は不可欠であ

る。このため、産学官のセクター間にある「見えない壁」を取り除き、産学官の各セクターの役

割分担や各研究機関の特性を踏まえつつ、成果が産業界に活用されるとともに、産業界のニーズ

等が公的研究機関へ伝達されることにより、産学官の有機的な連携を促進し、革新的な財・サー

ビスが次々と生まれる技術革新システムを構築する。 

 

(1) 産学官連携の強化のための情報流通・人材交流の仕組みの改革 

 産業界が基礎的な研究開発をアウトソーシングする動きが活発化し、その相手となる研究機関

を国の枠を越えて選択する傾向のある中、これまで以上に産学官連携を強化し、産業界と公的研

究機関の共通認識の醸成を図ることが不可欠である。このため、産業界は積極的にニーズを提案

し、公的研究機関はそれを踏まえた研究開発を推進する。具体的には、 

l 公的研究機関における研究組織・体制及び研究成果等の研究情報や人材情報を提供するデ

ータベースを充実させ発信機能を強化する。  

l 公的研究機関においても、産業界等からの人材を積極的に登用するなど、経済社会におけ

るニーズが適切に研究開発課題に反映されるよう人的交流を通じた連携を促進する。また、

最新の研究動向や研究開発に対するニーズについて、産業界と公的研究機関の者が定期的

に議論できる場を設けたり、産学官連携を促進する人材の養成・確保を進める。また、共

同研究センターや技術移転機関においても自由闊達な交流の場を創出していくこと等を

通して、経済社会ニーズと公的研究機関における研究シーズのマッチングを促進する。 

l 公的研究機関への委託研究や公的研究機関との共同研究における実施体制、費用の算定、

成果報告等を、産業界から見てより分かりやすくかつ利用しやすい形とすることで産業界

の意欲を高める。また、産業界から公的研究機関に提供される研究資金についても、産学

官連携のインセンティブを強化するため、間接経費を全て研究の実施に当たる研究機関に

還元すべきであり、これを目指す。 

l 競争的資金についても、研究課題選定や中間・事後評価への産業界の人材の参画の拡大、

産学官連携による共同研究における産業界の人材の研究責任者への登用等により、経済社

会のニーズを研究開発に適切に反映する。 

l 国際標準についての経済社会ニーズが極めて高いことから、実用化を目指したもののみな
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らず基礎的な産学官連携プロジェクトについても、標準化戦略を意識してその推進を図る。 

 

(2) 公的研究機関から産業への技術移転の環境整備 

(a) 技術移転に向けた公的研究機関における取組の促進 

公的研究機関からの産業への技術移転を進めるため、産学官連携のための組織的取組を強

化することが重要である。特に、大学の共同研究センターについて、学部・学科等の枠を越

えた最適な専門要員・人材の配置等により、一層の機能向上を図る。また、公的研究機関の

研究活動の成果の事業化のために技術移転機関の活用促進を図るなど、技術移転に向けた各

機関の主体的取組を促進するための支援等を行う。 

また、産学官連携の活動実績を、機関、研究者等の評価の基準の一つと位置付ける。 

(b) 公的研究機関が保有する特許等の機関管理の促進 

 公的研究機関において、有用な研究成果を実用化に結びつける仕組みを整備する。このた

め、以下のような施策を推進する。 

l 第１期基本計画においては、自らの研究成果を伴って研究者が流動できるとの観点、

及び研究者個人へのインセンティブを向上させる観点から、職務上得られる特許等に

ついて個人への帰属を導入し、活用促進を図ってきた。しかし、当該特許等の個人帰

属は増加したものの、その実施という観点では必ずしも増加に結びついていない。研

究開発成果の活用をより効果的・効率的に促進するため、個人帰属による活用促進か

ら研究機関管理を原則とする活用促進への転換を進める。 

l 研究機関は、研究機関管理に必要となる特許等の取得、管理、展開の機能を整備する。

技術移転機関は、研究機関のこれらの機能を支援する活動を促進する。 

l 研究機関管理への転換に当たって、発明者である研究者に対するインセンティブの一

層の向上を図る観点から、実施料収入からの個人への十分な還元が行えるよう制度を

整備する。なお、研究者が異動する場合における発明者インセンティブの継続につい

ても十分に留意することが必要である。 

 これらの改革は、まず、自主的な運営の中で特許等の活用が可能となる独立行政法人研究

機関等において取り組み、大学等、他の研究機関については、今後検討する。なお、研究成

果の特許化を進めるに当たっては、特許を取り巻く環境がグローバル化しつつある状況にか

んがみ、公的研究機関においても、国内での取得のみならず海外における特許化を促進する。 

 

(3) 公的研究機関の研究成果を活用した事業化の促進 

 公的研究機関と企業等との共同研究や、企業等から公的研究機関への委託研究によって得ら

れた研究成果の企業等への移転を促進し、企業等が共同研究等を推進する意欲の高揚等を図り、
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公的研究機関の研究成果の事業化を促進する。したがって、共同研究や受託研究により得られ

た研究成果の関与した企業等への移転、とりわけ、 

l 企業等に対する国有特許等の譲渡及び専用実施権の設定による活用 

l 技術移転機関への国有特許等の譲渡及び専用実施権の設定による活用の拡大 

等を進める。特に、このため、関与した企業や大学等における技術に関する研究成果の民間事

業者への移転の促進に関する法律（平成１０年法律第５２号）により認定されたＴＬＯへの随

意契約による譲渡、ＴＬＯへの延べ払いでの譲渡契約の実施などにより、事業化を促進する。 

 また、人材面においても、公的研究機関の研究者は、研究成果を活用する民間企業等の役員

等への兼業制度及び休職制度等を積極的に活用する。国は、民間企業等における研究、指導等

への従事に係る兼業許可の円滑な運用を図る。これらにより、公的研究機関の研究人材が社会

全体で活躍できるようにし、公的研究機関から民間への技術移転、事業化を促進する。 

 

(4) ハイテク・ベンチャー企業活性化のための環境整備 

 我が国におけるベンチャー企業活性化のための環境整備については、これまでにも資金・人

材面等において行われてきたところであるが、起業家精神の称揚が十分でないことに加えて、

設立初期のリスクマネーの確保が引き続き困難であること、失敗時の個人リスクが大きいこと

等にかんがみ、なお一層の充実を図る。具体的には、 

l 大学においても、起業家、ベンチャーキャピタリストを招いた授業科目を開設するな

どにより、起業家精神に富んだ人材の養成・輩出に努める。また、大学院においては、

専門大学院の充実を図るとともに、例えば、資金調達、法制度についての実践的な能

力を向上させる。さらに、共同研究センター等を活用し、ベンチャー企業との共同研

究を推進する。 

l 地域に存在する公的研究機関については、産学官連携窓口としての機能強化、研究人

材の流動性の確保、連携プロジェクトの更なる推進等を通じて、地域のベンチャー企

業に対してより開かれたものとしていく。 

l 中小企業に対する技術開発費を重点的に配分して技術開発・起業を促進するため、国

は中小企業技術革新制度（ＳＢＩＲ）の積極的な活用を図り、制度を充実させる。 

l ストックオプション制度や株式制度等の企業法制の見直し、倒産法制の見直し等制度

面からの対応を進める。 
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３．地域における科学技術振興のための環境整備 

 経済社会のグローバル化の進展や情報通信技術の急速な進展・普及の影響は、地域にも直接及

んでいる。今や、地域の産業は、単に国内にとどまらず、世界の中での競争にさらされている。

一方、優れた科学技術の成果を活用することにより、地域の産業が迅速かつ容易に世界市場に参

入することも可能である。 

このような状況の下、地域の研究開発に関する資源やポテンシャルを活用することにより、我

が国の科学技術の高度化・多様化、ひいては当該地域における革新技術・新産業の創出を通じた

我が国経済の活性化が図られるものであり、その積極的な推進が必要である。 

このため、以下の取組を行う。 

 

(1) 地域における「知的クラスター」の形成 

「知的クラスター」とは、地域のイニシアティブの下で、地域において独自の研究開発テーマ

とポテンシャルを有する公的研究機関等を核とし、地域内外から企業等も参画して構成される技

術革新システムをいう。 

具体的には、人的ネットワークや共同研究体制が形成されることにより、核をなす公的研究機

関等の有する独創的な技術シーズと企業の実用化ニーズが相互に刺激しつつ連鎖的に技術革新

とこれに伴う新産業創出が起こるシステムである。このようなシステムを有する拠点を発展させ

ることにより、世界水準での技術革新の展開が可能であり、国としてもその構築を促進すること

が必要である。 

地域のイニシアティブの下での知的クラスター形成を、効果的・効率的に実現するため、国は、

共同研究を含む研究開発活動の推進、人材の養成・確保、技術移転機能等の充実を図る。 

 また、国や独立行政法人等の研究開発機能については、地方公共団体と連携を図りつつ、地域

展開を図ることが必要である。 
 

(2) 地域における科学技術施策の円滑な展開 

科学技術の多様な展開を図るためには、地域の大学等の公的研究機関が独自の研究ポテンシャ

ルを発揮するとともに、研究成果の企業化・実用化を図っていくことが重要である。 

このため、地域の研究開発活動に対して、技術の活用について評価を行う、いわゆる「目利き」

などの人材の養成・確保やコーディネート機能の強化、地域間の連携も視野に入れた技術移転の

推進等科学技術施策の地域における円滑な展開を図る。 

地方公共団体のイニシアティブの下で進める科学技術振興に際して、地元の国立大学等の公的

研究機関と地方公共団体とが一層の連携・協力を進められるように努め、地域主導の産学官連携

の更なる推進を図る。 
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４．優れた科学技術関係人材の養成とそのための科学技術に関 

  する教育の改革 
 

(1) 研究者・技術者の養成と大学等の改革 

優れた研究者・技術者等の養成は、科学技術システムの改革において極めて重要な課題であり、

大学はその中核を担うものであることから、その改革の一層の推進を図る必要がある。 

 このため、国際的に通用する大学等の実現を目指し、創造性・独創性豊かで広い視野を有し実

践的能力を備えた研究者や技術者等を養成する機能を強化すべく、その教育研究の質の向上を図

る。また、教育研究の質の向上を不断に図る観点から、各大学における自己点検・評価の実施及

びその結果の公表が義務化され、学外者による検証が努力義務化されたことにかんがみ、各大学

がその取組を更に推進するよう求める。 

(a) 大学院 

 大学院においては、科学的な思考法や研究の方法論を身に付けさせるための体系的な教育

を通じて、論理的思考能力・実践的研究能力を養うとともに、コースワークの重視による教

育研究指導を行い、自立して研究開発活動を行い得る能力の強化を目指した教育研究の高度

化・多様化を推進する。また、産業界を含む我が国の科学技術の振興に必要な人材を養成す

るとの観点から、連携大学院制度を活用して民間の優れた人材を起用すること、新興分野に

係る人材養成を目指した寄附講座の設置を促進することなどにより、基礎的資質と実践的能

力とのバランスのとれた柔軟で広い視野を育成するよう教育研究を充実する。 

 また、科学技術の急速な進展を踏まえつつ、世界に伍する教育研究を積極的に展開するた

め、卓越した実績を上げることが期待できる大学院や、教育研究上の新たな取組を行ってい

る大学院に対し、客観的で公正な評価を行い、資源の重点的な配分を行うことにより、国際

的に卓越した教育研究実績を期待できるような拠点の整備を行う。さらに、これまでの大学

院の研究科に加え、特定の分野で、国際的に通用する高度な専門性を備えた職業人を養成す

るための実践的教育を行う大学院の研究科・専攻の整備を促進する。 

 この際、優秀な人材が経済的負担の心配なく大学院に進学できるよう博士課程学生への研

究者養成の観点からの支援や奨学金などを充実する。特に、研究者養成の観点からの支援に

ついては、支援を受けた研究者の研究能力の向上の観点から、その効果を評価する。 

(b) 大学学部・短期大学 

大学学部、短期大学の教育においては、教養教育の理念・目標の実現のためのカリキュラ

ム改革と全学的な実施・運営体制の整備を行い、科学技術の急速な進展にも対応した教養教

育の充実を図る。また、専門教育については基礎・基本を重視しつつ、学生が主体的に課題

を探求し、解決するための基礎となる能力を育成するよう、教育方法の改善等を推進する。 
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(c) 高等専門学校・専修学校 

高等専門学校においては、科学技術の高度化や産業構造の変化等社会のニーズに対応する

ため、教育内容の充実、専攻科の整備、学科の改編・整備等を推進する。 

専修学校においては、教育内容の高度化等を進め、より実践的かつ専門的な教育を推進す

る。 

(d) 高等学校 

高等学校においては、観察、実験、体験学習を重視した理科等の教育内容を充実するとと

もに、社会の変化等に適切に対応した産業教育の振興のための実験・実習の施設・設備の充

実を図る。 

 

(2) 技術者の養成・確保 

我が国の技術革新を担う高い専門能力を有する技術者は、国際競争力強化を図る上で、重要な

役割を果たしている。技術の急速な進歩と経済活動のグローバリゼーションが進む中で、我が国

の技術基盤を支え、国境を越えて活躍できる質の高い技術者を十分な数とするよう養成・確保し

ていく必要がある。 

このため、技術者の質を社会的に認証するシステムを整備し、その能力が国際水準に適合して

いることを保証する。具体的には大学の理学部・工学部等における技術者教育への外部認定制度

（アクレディテーション・システム）の導入、技術マネジメント教育の確立、実践的な教育のた

めの環境整備を行う。さらに、技術者資格制度の普及拡大と活用促進を図るとともに、ＡＰＥＣ

（アジア太平洋経済協力）域内をはじめとする国際的な相互承認の具体化を進める。また、常に

最先端の技術・知見の習得が可能となるよう、学協会、大学等における継続的な教育の充実を図

る。これらにより、技術者教育、技術士等の資格付与、継続的な教育を通じ一貫した技術者の資

質と能力の向上を図るシステムの構築を図る。 

 

(3) 研究者・技術者倫理の確立 

 科学技術は、その使い道を誤ると人間や社会に重大な影響を及ぼす可能性を秘めており、科学

技術の発展とともに顕在化してきたリスクを常に認識する必要がある。また、最近、研究開発の

現場やものづくりの現場で事故・トラブルの発生が見られるように、科学技術の利用や研究開発

の管理が不適切になされることにより国民生活に影響を与えかねないことを認識すべきである。 

 したがって、研究者・技術者においては自らの携わる科学技術の社会全体での位置付けと自ら

の社会や公益に対する責任を強く認識し、科学技術の適切な利用、研究開発活動の適切な管理に

ついての意識の醸成が重要である。また、社会からの科学技術活動への期待を裏切ることのない

よう、研究者は、研究に当たっての利益相反の問題、研究結果の取扱い、研究費の取扱いなどの
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研究にあたっての倫理観の高揚に努めることが重要である。 

 これらを踏まえ、研究者・技術者自身が高い職業倫理を持てるよう、学協会等に研究者・技術

者が守るべき倫理に関するガイドラインの策定を求める。また、高等教育における教育内容の充

実や学協会等の関係団体、関係機関が主催する研修等の活動を充実する。 

  

５．科学技術活動についての社会とのチャンネルの構築 

 科学技術は、その意義や日常生活とのかかわりが国民により十分に理解されてこそ、長期的に

活用され、発展していくものであり、科学技術の振興には国民の支持が欠かせない。科学技術は

社会と共に歩むことが基本であり、科学技術に携わる者はこのことを心すべきである。 

 国民が科学技術について深く理解し、社会を巡る様々な課題について、科学的・合理的・主体

的な判断を行えるようにする。 

 

(1) 科学技術に関する学習の振興 

 科学技術に関する学習の振興により、国民の科学技術に対する興味・関心を育てるとともに、

国民が深く科学技術を理解できるようにするため、更には優れた科学技術関係人材を養成するた

め、それらの基礎となる幅広い素養を培う。 

初等中等教育においては、子ども自らが知的好奇心や探求心を持って、科学技術に親しみ、目

的意識を持ちながら観察、実験、体験学習を行うことにより、科学的に調べる能力、科学的なも

のの見方や考え方、科学技術の基本原理を体得できるようにする。このため、一層きめ細かな指

導を充実するとともに、教員研修の充実、産業現場等におけるインターンシップや社会人講師の

活用の促進、学校教育の情報化の推進、施設・設備の充実を図る。 

 大学においては、自然科学系の分野を専門としない学生にも、科学技術に関する基礎知識とと

もにそれに基づく広い視野からの判断力を養えるよう、教育内容の充実を図る。 

 幼児期から高齢者までの社会教育においても、高等教育機関や博物館・科学館等を活用して、

科学技術の基本原理や新たな動向などについて興味深く学習できる機会の拡充とその内容・指導

の充実を促す。 

 

(2) 社会とのチャンネルの構築 

 遺伝子操作技術やクローン技術のように、社会に大きな影響を及ぼす可能性がある科学技術が

急速に進展している。このような科学技術の振興に当たっては、国民の理解増進に努めるととも

に、社会的コンセンサスを形成することや、倫理面などでのルール作りを行うことが不可欠であ

る。このため、このような研究を進めるに当たっては、情報公開の推進により透明性を確保しつ
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つ、倫理等に関し有識者が検討する場や国民の意見を聴取する場を設けることにより、慎重にそ

の方向付けを行う。 

 また、研究機関の公開や博物館・科学館等の機能の発揮を図るとともに、メディア等を通じて

科学技術をわかりやすく伝える機会を拡充する。さらに、地域において、科学技術に関する事柄

をわかりやすく解説するとともに、地域住民の科学技術に関する意見を科学技術に携わる者に伝

達する役割を担う人材の養成・確保を促進する。 

 さらに、研究者が、社会とのかかわりについて常に高い関心を持ちながら研究開発活動に取り

組むとともに、社会的な課題への対応策について、科学技術に関する知識を基盤として積極的に

提言できるよう、研修等を通じて、研究者自身の意識改革を図る。 

 

(3) 研究機関・研究者の説明責任 

 研究機関・研究者が研究内容や成果を社会に対して説明することを基本的責務と位置付け、研

究機関の一般公開、公開講座、インターネットや学協会等を通じての情報の受発信等の機会を増

やし、国民と研究者等との双方向のコミュニケーションの充実を図る。このため、研究者等に対

し、研修の機会を設け、一般の人々への説明能力を向上するようにする。これにより、国民と研

究者等の相互理解を促進し、国民は科学技術に関する理解を深めるとともに、研究機関・研究者

が国民の声を反映しながら自らの研究開発活動の方向性を検討するようにする。 

 

６．科学技術振興のための基盤の整備 

(1) 施設・設備の計画的・重点的整備 

(a) 大学、国立試験研究機関等の施設の整備 

教育・研究機関の施設は、２１世紀にふさわしい社会資本であり、その整備促進が不可欠

である。 

 大学等が活発な教育研究活動を展開し、優れた人材と研究成果を生み出すため、安全で効

果的に教育研究に専念でき、かつ国内外の優秀な学生や研究者を引き付ける魅力に富んだ世

界水準の教育研究環境を確保することが必要である。このため、国は、施設の老朽化・狭隘

化の改善を最重要の課題として位置付け、老朽化・狭隘化問題の解消に向けて特段の予算措

置を講ずる。 

 国立大学等では、必要な整備面積は約１，１００万平方メートルに達している。本基本計

画期間中においては、このうち、大学院の狭隘化の解消、卓越した教育研究の実績がある研

究拠点の整備、既存施設の活性化などの観点から、５年間に緊急に整備すべき施設を盛り込

んだ施設整備計画を策定し、計画的に実施する。 
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 その際、施設の効果的・効率的な利用を図る観点から、各部局が共有する総合的・複合的

な研究棟の整備を進める。また、学外者による評価も含めた点検・評価を踏まえ、学長のリ

ーダーシップの下に施設利用の弾力化を推進する。また、老朽化施設の改善に向けて、適切

な改修や機能向上を図り、既存施設の活性化を推進する。 

 また、外部の機関が国立大学、国立試験研究機関等と共同して研究を行うために必要とな

る研究施設について、研究交流促進法（昭和６１年法律第５７号）を活用して、外部機関に

よる整備を促進する。 

 国立試験研究機関や独立行政法人研究機関等において、効果的に研究を推進し、優れた研

究開発の成果を生み出すため、時代の要求に対応した施設の整備・充実を図る。特に、老朽

化・狭隘化の進んだ施設について優先して、改善・改修等を早急に行う。 

(b) 大学、国立試験研究機関等の設備の整備 

大学、国立試験研究機関等の設備については、我が国が重点的に推進すべき分野や今後の

大きな発展が期待される分野を中心に、研究発展の牽引力となる大型研究装置等の先導的な

設備は共同利用を前提として、重点的整備を進める。さらに、研究遂行上必要な設備につい

ては、陳腐化によって研究効率が低下しないよう計画的な更新を進めるとともに、特に高

度・大型の特殊な装置・設備について、その安定的運転や維持管理のための経費及び人員を

確保する。 

(c) 私立大学等の施設・設備の整備 

 私立大学等では、社会的要請の強い研究プロジェクトを推進するため、研究施設・設備の

整備に対する補助を充実するとともに、長期・低利の貸付事業や、老朽施設の改築に対する

利子助成事業を推進する。 

 また、公立大学についても、教育研究条件の向上のための支援の推進を図る。 

 

(2) 研究支援の充実 

 研究支援業務は、研究開発に重要な役割を果たすものであり、その体制の充実を図る。その際、

研究分野などにより必要とされる具体的な研究支援業務が多様であること、また研究環境の整備

もより競争的に行われることから、全ての研究分野において一律に目標を掲げるのではなく、研

究支援業務については研究費の中で適切な手当をすること等の対応を行う。この際、労働者派遣

事業の活用、専門的業務の外部化等アウトソーシングが可能なものは積極的に活用することとし、

個々の研究及び必要とされる支援業務の実情に応じた対応を図る。また、研究機関で共通的な支

援業務や特に高度な技能を要する支援業務については、競争的資金の獲得により得た間接経費の

活用等により研究機関内に集約して配置された者が共通的に行う方式や、特殊法人が所要の人員

を提供する方式等により、確保する。 
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(3) 知的基盤の整備 

解決すべき課題が増大し、研究対象が複雑化・高度化する中、我が国における先端的・独創的・

基礎的な研究開発を積極的に推進するとともに、研究開発成果の経済社会での活用を円滑にする

ため、研究者の研究開発活動、さらには広く経済社会活動を安定的かつ効果的に支える知的基盤、

すなわち、研究用材料（生物遺伝資源等）、計量標準、計測・分析・試験評価方法及びそれらに

係る先端的ツール、並びにこれらに関連するデータベース等の戦略的・体系的な整備を促進する。 

l 現在整備が進められつつあるこれら４つの領域の知的基盤については、２０１０年を目途

に世界最高の水準を目指すべく、産業界や公的研究機関等において早急に整備を促進する。

その際には、中立性・公共性の高いもの、戦略的観点から支援が必要なものは国主体で整

備し、民間活力を利用し市場形成し得るものは民間主体で行うこととするなど、官民役割

分担について十分留意することが必要である。 

l 利用者にとっての利便性を向上させ、各種の知的基盤が統合的に運用できるよう、所在情

報等の提供や利用者のニーズが整備に反映される仕組みを構築する。また、計量標準等の

整備に係る国際的取組に主導的に参画する。 

l 今後の重要科学技術分野の研究開発の進展に伴って、新たに整備が必要となる知的基盤に

ついては、時機を失せず効果的に整備されるよう、研究開発プロジェクトの中で得られた

研究成果（データや知見）も有効に蓄積・整備していく。 

l 国は、機動的対応を可能とするため、データや知見の提供と利用に関し、知的財産権その

他の法的問題に関する基本的ルールを整備する。 

l 知的基盤整備への取組を今後の研究者・技術者の評価の観点の一つとして位置付ける。 

 

(4) 知的財産権制度の充実と標準化への積極的対応 

 知的創造活動を促進する観点から、知的財産権の適切な保護は極めて重要である。従前より知

的財産権保護のための国際的議論、制度整備が行われてきたが、引き続き以下のような取組を行

う。 

l 国際的に通用する専門サービスの提供の促進、紛争処理機能の強化を図る。 

l 日米欧における共同先行技術調査・審査等に関する協力を進めるとともに、アジア諸国へ

の知的財産権制度一般に関する支援を行う。特に、バイオテクノロジー、情報通信技術等

先端的技術の適切な特許保護のための運用の明確化と国際的調和に向けた取組を強化す

る。 

 また、研究開発成果の普及等には、新たに開発された技術の市場化のための手段としての標準

化への積極的な対応が必要となる。特に、ネットワーク社会の進展、異業種融合分野の拡大等か

ら、国際標準を制するものが市場を制する時代ともなっており、また研究開発の成果を具体化し
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た製品等に係る基準認証制度が国際的に同等なものであることが国際競争の中で極めて重要な

要素となっている。このような状況にかんがみ、ＩＳＯ（国際標準化機構）／ＩＥＣ（国際電気

標準会議）、ＩＴＵ（国際電気通信連合）等における国際標準化活動に積極的に寄与するととも

に、経済活動のグロ－バル化に対応した国際ルールの整備への積極的貢献を図る。さらに、アジ

ア・太平洋諸国との戦略的な標準化協力関係を構築する。これらと併せて、標準化を意識した研

究開発を実施するとともに、公的研究機関の標準化活動への参画を促進する。 

 

(5) 研究情報基盤の整備 

高度情報化の急速な進展の中で、研究開発の現場は先陣を切って研究情報基盤の整備を進めて

きた。特に、各研究機関におけるコンピュータの配備やＬＡＮの整備、研究機関間のネットワー

ク整備と高度化、ネットワークを活用した研究情報の共有、大学図書館等における電子図書館的

機能の整備が進められている。 

今後も、情報通信技術の急速な進展に対応して引き続き研究情報基盤の整備を進めるとともに、

これらの基盤の一層の活用を図り、研究開発情報の収集、発信を通じて、我が国の研究開発の高

度化・効率化を図る。具体的には、各種研究ネットワーク及び研究機関内のＬＡＮについて、世

界的動向も踏まえた上で、新技術の導入による高度化・高速化を含めた計画的な整備を推進する。

また、研究機関に蓄積された研究情報の利用環境の高度化を図るため、研究成果、研究資源等の

研究開発情報のデータベース化、学協会が発行する雑誌等の電子化及び大学図書館等における電

子図書館的機能の整備を引き続き推進する。 

 

(6) ものづくりの基盤の整備 

最近、我が国の製造等を巡り、技術継承の不足による高品質基盤喪失の危惧、製造業軽視の風

潮及び相次ぐ事故の発生により、従来我が国が得意としてきた品質管理を含むものづくり能力に

関し、深刻な疑念が存在する。このため、ものづくり能力の維持・向上のため、以下の体系的取

組を行う。 

l ものづくりにかかわる人材の養成・確保 

 ものづくりを担うのは「人」であり、かかる人材を養成・確保するため、幼い頃からもの

づくりの面白さに馴染み、創造的な教育を行うこと、高等教育機関や公共職業能力開発施設

等において、創意工夫を活かしたより実践的な教育・訓練を実施することや、インターンシ

ップを促進することが必要である。加えて、広く国民がものづくりの重要性を理解し、尊重

する社会の実現が必要である。このため、卓越したものづくりに関する能力を有する個人及

び企業を対象とする「内閣総理大臣賞」をはじめとする表彰制度の創設の検討などの取組を

推進する。 
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 さらに、プロジェクトの複雑化、製造現場の自動化等が進展する中で「技術のブラックボ

ックス化」を回避するため、プロジェクト全体のスコープやコスト、品質、リスク等の適切

な管理のための知識・手法の体系化を行い、高いプロジェクトマネージメント能力を有する

技術者を養成する。 

l 情報通信技術（ＩＴ）と製造技術（ＭＴ）の融合による生産システムの革新 

 熟練技能者が保有する高度な技能のデジタル化･データベース化･ソフトウェア化を行う

ことにより、再現性のある技術へ転換し、現在熟練技能者が有する技能の実質的な保全・継

承を行う。 

 また、設計段階で精緻なシミュレーションを行うことにより製品開発・製造の高度化・効

率化を実現する、情報通信技術を活用した次世代の設計・製造技術の基盤の整備に努める。 

l ものづくりに関する情報の蓄積 

技術革新をより加速していくためには、技術者がより知的な作業に集中できる環境を整え

知的生産活動を支援する仕組みが必要である。このため、設計・製造プロセスに係る要素技

術や過去の成功・失敗事例、公的機関等の技術指導事例などを、知識或いはデータとして蓄

積し体系的に整理し広く提供していく。 

また、２０世紀後半に生み出された人工物質・素材等が、環境への影響、安全性の評価を

欠いたまま利用され、後に生命や地球環境に重大な悪影響を及ぼしたことを真摯に受け止め

る必要がある。これに対する反省に立って、その開発や利用・導入の前には、長期的な安全

性についての評価や社会生活・自然環境に対するリスク・アセスメントを徹底するとともに、

その情報を公開し、不断の見直しを図る。 

 

(7) 学協会の活動の促進 

学協会は、公的研究機関等と並んで幅広い人材と知識が集約されていることから、日進月歩に

進展する科学技術に関する情報を広く社会に発信し、産学官及び外国との研究者レベルの交流を

促進し、科学技術政策への提言を行うとともに、研究システム改革を推進する役割を果たすこと

が期待されている。このため、国としてもこれらの活動が活発に行われるよう、学協会を積極的

に支援する。 

今後、社会や研究者のニーズに応えることが期待される非営利の民間団体についても、情報流

通、技術移転、研究交流、研究支援等の活動を拡大することが期待されており、国としても必要

な環境整備を行う。 
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III．科学技術活動の国際化の推進 

我が国に世界一流の人材や情報を結集することを通じて、世界水準の優れた成果を創出し、こ

れら成果により人類が直面する課題に対応すべく科学技術活動を国際化する。特に、近年、我が

国から優秀な研究者や民間研究資金の流出が懸念されており、国際的にも開かれ国内外の優秀な

研究者が集まる世界水準の研究環境の構築が必要である。 

 

１．主体的な国際協力活動の展開 

地球温暖化等環境問題、食料問題、エネルギー問題、淡水管理、感染症対策、災害の防止や被

害の低減等の地球規模の問題の解決を目指した研究や国際的な取組が必要となる基礎研究につ

いては、国際的な英知を結集して推進すべく世界に向けて具体的な国際協力プロジェクトを提案

し実施するとともに、得られた成果は世界に還元していく。この際、特にアジア諸国とのパート

ナーシップ強化も念頭に置く。また、知的財産権の保護、標準化の推進に関しても、制度等の国

際的な調和に向けて先導的な役割を果たしていく。これらの積極的な国際活動を通じ、優れた人

材を養成し、更にレベルの高い活動を展開する。 

 

２．国際的な情報発信力の強化 

我が国の科学技術活動が国際的に認知され、評価され、その結果、世界一流の人材や最新の情

報が我が国に結集するようになるためには、研究成果、研究者、研究機関に関する情報の積極的

な海外への発信が重要であり、研究成果の英語での発表を強化するための支援を行うとともに、

学協会とも連携しつつ、国際的水準の論文誌の刊行等、情報の組織的な発信を行うための環境を

整備する。 

 

３．国内の研究環境の国際化 

我が国の研究環境を国際化するためには、国際的な舞台での経験のある優れた外国人研究者を

はじめとする人材が数多く日本の研究社会に集まり、同等に競争し、活躍できるようにする必要

がある。具体的には、 

l 公的研究機関においては、フェローシップ等により日本で研究開発に従事し、成果を上げ

た若手の外国人研究者を評価して、能力に見合う処遇をするなど、優れた外国人研究者が

我が国において研究を継続できるようにする。 
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l 公的研究機関においては、外国人研究者が定着するよう、処遇の改善、英語の使用、国際

社会との交流の自由度の確保、滞在に係る支援等受入れ体制・環境の整備充実を図る。 

l 競争的資金については、日本で研究する外国人研究者も応募できるよう英語による申請を

認めるとともに、英語による成果の発信を推進する。 

特に、新設される公的な研究拠点については、最初からこのような国際的環境を具備するよう

国として指導する。また、筑波研究学園都市及び関西文化学術研究都市についても、内外に開か

れた国際研究開発拠点として育成・整備する。 

一方、日本人研究者も若い時期から、国際的な研究環境での経験を積めるように、海外の優れ

た研究機関で活躍できる機会を拡大するとともに、海外の一流の研究者と切磋琢磨できる交流の

機会を拡大する。また、日本人研究者は国際的なネットワークを拡大するよう努める。 
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第３章 科学技術基本計画の着実な実行と総合科学 

     技術会議の役割 

 

本基本計画に示された各施策が関係府省において着実に実施されるよう、総合科学技術会議は、

国全体の総合的な科学技術政策の推進の司令塔として、本基本計画の実施段階においても大きな役

割を果たしていくことが必要である。その際、自然科学、人文科学及び社会科学を含む広い視野に

立ち、科学技術と社会との関係に常に配慮すべきである。 

 

１．重点分野における研究開発の推進 

総合科学技術会議は、本基本計画が定める重点化戦略に基づき、各重点分野において重点領域

並びに当該領域における研究開発の目標及び推進方策の基本的事項を定めた推進戦略を作成し、

内閣総理大臣及び関係大臣に意見を述べる。特に重要な領域については、必要に応じて専門調査

会を設けるなどの方法により、戦略を作成する。 

科学技術の進歩が激しく、社会も急速に変動する現在、総合科学技術会議は、広範な分野にわ

たる第一線の専門家の助言を得て重点分野の最新の動向を把握するとともに、急速に生じてきた

科学技術に対するニーズへの対応について、継続的な検討を行う。その結果、推進戦略に変更の

必要が生じた場合には、柔軟かつ機動的に対応する。 

 

２．資源配分の方針 

総合科学技術会議は、本基本計画、重点分野における研究開発の推進戦略等を踏まえて、関係

府省における施策の取組を把握し、不必要な重複など府省縦割りの弊害の有無や実施中の施策の

効果を評価する。それを踏まえ、より効果的・効率的な取組を実現するとの観点から、次年度に

おける特に重点的に推進すべき事項、質の高い科学技術推進のための科学技術に関する予算の規

模等について内閣総理大臣に意見を述べる。その上で、総合科学技術会議は、次年度の重要な施

策、資源の配分に関する考え方を明らかにし、関係大臣に示す。さらに、総合科学技術会議にお

いて示された考え方を踏まえた資源配分が行われるよう、必要に応じて予算編成過程において財

政当局との連携を図る。 
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３．国家的に重要なプロジェクトの推進 

国家的に重要なプロジェクトについて、特に府省の枠を越えて実施すべきプロジェクトに対し

ては、上記の資源配分の方針に加え、総合科学技術会議は、その実施体制等が最も効果的・効率

的なものとなるよう、不必要な重複の排除等の調整に必要な意見を述べる。さらに、プロジェク

トの実施段階においても、総合科学技術会議は、実施状況や施策の効果に関し必要な評価を行う

ことにより、国全体として整合性を持った効果的・効率的な施策の推進を図る。 

 

４．重要施策についての基本的指針の策定 

研究開発評価に関する大綱的指針は制定後既に３年を経過しており、本基本計画を踏まえて速

やかに改定する。また、研究者の流動化その他の科学技術システム改革に関する施策についても、

本基本計画を踏まえ、必要に応じ、基本的な指針を取りまとめる。 

 

５．評価 

総合科学技術会議は、大規模な研究開発その他の国家的に重要な研究開発について評価を行い、

その結果を公開するとともに、推進体制の改善及び予算配分に反映させるよう関係府省に提示す

る。また、基本的な政策や重要事項に係る方針等に反映させるため、必要に応じ、各府省におけ

る科学技術の施策について評価を行う。 

 

６．基本計画のフォローアップ 

総合科学技術会議は、以上のような取組を行うとともに、本基本計画に掲げた施策の実施状況

を、関係府省の協力の下、フォローアップし、必要に応じ意見を付して、内閣総理大臣及び関係

大臣に提示する。特に本基本計画で実施計画を求めた項目については、総合科学技術会議はでき

るだけ早く実施計画の提出を求める。フォローアップは毎年度末に行い、３年を経過したときに

より詳細なフォローアップを実施し、必要に応じて本基本計画に掲げた施策の変更などに柔軟に

対応する。 

また、総合科学技術会議は、関係府省の協力も得つつ、民間の活動も含め国内外の科学技術活

動の実態の把握を行う。 

なお、我が国の研究開発の実施体制の在り方については、今後とも総合科学技術会議で検討を

進める。 


